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研究成果の概要（和文）：今世紀に入って、財・サービス、資本財などの分野における差別化に注目する研究が
増えている。本研究では、こうした財・サービスの様々な差別化が生産性に及ぼす影響を分析した。中心的な研
究としては、「工業統計表」を使って製造業の製品構成の変化がどのような要因によって影響されているかを、
マクロ的な要因も含めて分析した。本研究は、新型コロナウイルスの感染拡大によって完成が遅れたが、現在査
読誌に投稿している。この他、複数の資本財、特に資産を有形資産と無形資産に分けた投資関数の推計を通して
無形資産も含めた生産性の動向を研究した。

研究成果の概要（英文）：Many articles on productivity at multi-product firms have published since 
2000. These studies found that the multi-goods producers are more productive than single-good 
producers. Based on these studies, we examine what kind of factors affect product adding and 
dropping using Survey of Manufacturers in Japan. In this field, we made an article where we found 
aggregate demand and supply variables affect product adding behavior. Due to the COVID-19 pandemic, 
we finished this study in 2022 and have already submitted our article to a journal. We are also 
interested in studies on multiple-capital goods, especially tangible capital and intangible capital.
 As for this issue, we have published a couple of papers. One of these papers was published in 
Journal of the Japanese and International Economies.

研究分野： マクロ経済学、日本経済論

キーワード： 生産性　長期停滞　複数財　新陳代謝　無形資産

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の場合、従来から企業の新規参入が少なかった。一方で、長く事業を続けている企業が多い。このことは、
新規企業の参入よりも既存企業が新たな財を開発することで、企業自身が成長してきたことを示している。
我々の研究は、こうした日本企業の特徴を踏まえた上で、新規参入ではなく、企業内の製品構成の入れ替えによ
って、企業が生産性向上を達成できるかどうかを調べようとするものである。こうした研究はデータの制約から
米国以外には研究が少なく、その意味でも生産性研究の分野で重要な学問的貢献があると考えられる。また無形
資産を考慮した設備投資行動も、日本では我々独自の貢献である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 

１．研究開始当初の背景 

本研究の代表者及び研究分担者は、2000 年代から日本の生産性に関する実証分析を行ってき

た。そうした研究成果の一つとして、日本の場合は、企業内部の生産性向上による部分が外国

よりも大きいという結果が得られている。しかしながら、米国のBernard, Redding, and Schott 

(AER, 2010)、日本の川上・宮川（フィナンシャル・レビュー、2013）のように、企業内部の製

品構成の変化が企業内部の生産性向上に寄与しているという研究があり、この研究を発展させ

ようと考えた。 

川上・宮川（2013）で利用した同種のデータを使って、集計変数が財の変動にどのような影

響を及ぼすかを調べた実証分析に、Dekle, Kawakami, Kiyotaki, and Miyagawa (RIETI DP, 

2015)がある。この論文を 2016 年の NBER Japan Program のコンファレンスで報告したところ、

Redding Princeton 大学教授から span of control は、どのように扱っているかという質問を

受け、先の研究で十分な検討ができなかった経営能力の問題を、複数財生産のコントロールと

いう形で発展させることができると考えた。そして、あらためて、「工業統計表」品目編を使っ

た多角化の研究（清水・宮川（慶應義塾大学出版会、2003））を読み、Dekle et al (2015)で扱

ったデータを加工することで、span of control の指標として利用できるのではないかとの着

想に至った。 

経営資源が企業の生産性向上に重要であるという考え方は、無形資産の研究ともつながって

いる。中でも Bloom and Van Reenen (QJE, 2007)で行われた企業経営に関するインタビュー

調査を、宮川と川上を含む研究者達で、日韓の企業について行った影響が大きい。このインタ

ビュー調査では、企業の経営資源に関する比較的詳細なデータを得ることができたが、継続し

て調査することは難しく、かつ得られた企業数も 500 程度で計量分析を行うには十分なデータ

が集められないという限界があった。「工業統計表」を利用したこの研究は、こうしたデータ数

の限界を克服して経営能力と生産性の問題を調べるアプローチの一つとして捉えることがで

きる。 

複数財企業の生産性向上が、複数の産業の動向から影響を受けているという着想は、すでに

述べた Dekle et al (2015)の研究により、集計的な変数が、企業レベルの財の創出や削減に関

わっているという研究から始まっている。しかし、Dekle et al (2015)ではマクロ的な変数が

中心で、産業間の連動性などは考慮していなかった。ところが、東日本大震災におけるサプラ

イ・チェーンの問題を研究した Tokui, Kawasaki, and Miyagawa (Japan and the World ECONOMY, 

2017)を改訂する過程で、Acemoglu, Carvarho, Ozdagar, and Tahbaz-Salehi (Econometrica, 

2012)や Calvalho (JEP, 2014)らが、産業間や企業間のネットワークを通した経済変動の研究

を行っていることを知り、こうした最近の研究を、複数財生産企業の生産性要因の研究に応用

できないかと考えるに至った。 

 

２．研究の目的 

本研究は、「工業統計表」の品目編を利用して製品レベルのデータを企業レベルに統合したデ

ータを分析の中心に据える。このデータは、企業の生産活動に関して豊富な情報を有しており、

6桁分類までの品目の出荷量が長期にわたってとれる。従来の分析の多くは、財の数の変化に焦

点をあてており、このデータを加工して経営能力の代理変数にして分析したり、幅広いスピルオ

ーヴァー効果を検証するようなアプローチをとるといった考え方は、従来にはなく我々独自の

ものである。 

「工業統計表」からは複数の財を生産する企業と単一の財を生産する企業が判別できるが、多

くの財を生産するということは、企業内の資源を各部門に適切に配分しなくてはならず、その意

味で経営能力（Lucas (RJE, 1978)が述べる span of control の能力）が高いと判断することが



できる。しかし、単に生産する財の数だけを経営能力の代理変数とするだけでは十分ではない。

そこで、我々は、清水・宮川（2003）が「工業統計表」を利用した先駆的研究を利用して、財の

生産割合を考慮した様々な指標を利用して企業の経営パフォーマンスとの関係を調べる。 

すでに述べたように、企業の経営能力は、IT化のような新技術に対して補完的役割を果たす。

この点を示すために、「企業活動基本調査」など他のデータとマッチングすることにより、IT の

利用度や企業組織との補完関係が企業パフォーマンスにどのような影響を与えているかを調べ

ることもできる。このような経営資源を交えた補完性の分析はない。 

なお我々は企業レベルの生産性（TFP）を計測する際も、従来の成長会計を利用した方法を利

用せず、De Loecker (Ecoonometrica, 2011)によって発展させられた複数財企業の生産関数の

推計を通して生産性を計測する。現行の成長会計による方法は、複数財生産を想定しておらず、

物的生産性を計測することも困難である。こうした従来の成長会計による生産性計測方法の限

界を克服しており、De Loecker (2011)が開発した方法を製造業全体に適用した例はなく、そう

した意味でも我々の分析は独創性を有していると言える。 

二つ目の複数財生産を可能にする要因分析については、複数財の構成変化の指標の作成と、幅

広いスピルオーヴァー効果の検証に我々の研究の特徴があると考える。複数財生産企業にとっ

ては、影響を受ける産業は一つではない。このため、我々は企業が生産する財毎に対応した産業

を考える。したがって産業レベルの変数については、複数の生産性やハーフィンダール指数が入

ることになるか、財のシェア毎にウエイトをつけた変数になる。近年、産業間のネットワークを

通して、企業レベルの生産性変動がマクロレベルの経済変動に影響を及ぼしたりするという研

究が進んでいるが、我々の研究は、こうした先行研究に対してより詳細なミクロ的な裏付けを与

えることになる。 

 

３．研究の方法 

本研究では 4年の研究期間を想定した。まず 1年目はデータの取得とその整備に費やされる。

研究開始と同時に、「工業統計表」及び「企業活動基本調査」の個票申請を行い、複数財生産企

業における財の分類及びその構成費の変化と企業属性との関係を明らかにする。 

2 年目は 1年目に作成したデータを利用して、De Loecker (2011)によって開発された複数財

の生産関数を推計し、各企業の物的 TFP を計測する。2年目の前半にこうした作業を終え、2年

目の後半から 3 年目の前半にかけては、複数財企業をとりまく様々な変数が果たして生産性を

向上させるかどうかという課題と、企業内、企業外のどのような要因が複数財生産を可能にする

のかを明らかにする実証分析を行う。実証では、生産性を被説明変数とした推計式において、

様々な企業属性をコントロールした上で、産業レベルの集計データや企業個別の変数が有意に

生産性向上に寄与しているかを検証する。 

上記の研究と並行して、複数の財という概念を、資本財にしぼり、今世紀に入って注目され

始めた無形資産を考慮した設備投資行動と生産性の関係について研究を行った。この研究につ

いては、日本政策投資銀行の上場企業の財務データや我々が作成している日本産業別生産性デ

ータベースを利用した。企業の財務データを利用した分析では、設備投資の調整費用を推計し、

この推計された調整費用を無形資産と見なすことで、伝統的な推計手法で計測された全要素生

産性とは異なる動きをする全要素生産性の動きを示している。 

3 年目の後半から 4年目にかけては、こうした実証分析の結果を複数の論文にまとめ、研究者

間で検討を加え、そこでのコメントを元に日本経済を扱う英文雑誌に投稿している。ただし、最

初の研究については、コロナ禍で海外の共同研究者との連絡が十分でなく、専門誌への投稿は

2022 年となった。 

 

４．研究成果 

 2018 年度、2019 年度における研究は順調に推移しており、データの取得から各説明変数の作

成までは行えていた。しかしながら、2020 年に入って新型コロナの感染拡大により、研究者間



の意思疎通が十分に行えなかったことで、各研究者が作成した変数を一つの研究にまとめ上げ

ることができなかった。また研究成果を内外の学会で報告することも困難であった。このため、

各研究者または複数の研究者が本研究の趣旨を踏まえて複数の研究成果を出版することになっ

た。3名の研究成果は多数にのぼるが、以下では代表的でかつ本プロジェクトの趣旨に沿った研

究成果を紹介する。 

（1） Dekle, Robert, Atsushi Kawakami, Nobuhiro Kiyotaki and Tsutomu Miyagawa (2022) 

“The Impacts of Demand and Productivity Shocks on Productivity Dynamics: 

Evidence from Japanese Product and Firm level Data”:本研究は、この研究プロジ

ェクトの趣旨に沿って、Dekle et al.(2015)をより期間の長い「工業統計表」のデータ

を使って実証分析したものである。こうした複数財の構成の変化が、企業の経営能力の

一つの指標になっていることは、本論文の理論部分で明らかにしているとともに、企業

レベルの TFP を実証分析中の交差項として用いることで、その補完的役割を明確化して

いる。本論文はコロナ禍で完成が遅れ、2022 年に投稿し、現在改訂中の投稿が審査中で

ある。 

（2） Miyagawa Tsutomu, Konomi Tonogi, and Takayuki Ishikawa“Does the Productivity 

J-curve exist in Japan?-Empirical Studies Based on the Multiple q Theory,” 

Journal of the Japanese and International Economies, Vol. 61, September 2021.:

本論文は、財レベルではなく複数の資産レベルでの投資理論を利用して、各資産の投資

調整費用を推計し、その投資調整費用を無形資産とみなして、全要素生産性の動きを再

推計したものである。IT産業の場合、再推計された全要素生産性の動きは景気循環に対

していくらかなだらかな動きをし、技術変化というものが景気変動に大きく左右されな

いということを示している。 

（3） 宮川努、石川貴幸「資本蓄積の低迷と無形資産投資の役割―産業別データを利用した実

証分析」深尾京司編『サービス産業の生産性と日本経済─JIP データベースによる実証

分析と提言』東京大学出版会、第 3 章、pp.113-144、2021 年.：本論文も有形資産及び

無形資産という複数の無形資産を想定し、有形資産投資だけでは現実の企業価値の動き

を説明できておらず、2010 年代になってからの有形資産投資の落ち込みの一部は無形資

産投資によってカバーされていることを示した。 

（4） 落合勝昭、川崎一泰、徳井丞次、宮川努（2021）「第４章 コロナショックの産業面・地

域面への影響」宮川努編『コロナショックの経済学』、中央経済社、2021 年４月、pp．

61-82．：本論文は、財レベルではないが産業レベルの連関性に関して、新型コロナの感

染拡大が経済的にどのような影響を及ぼすかを、波及効果を考慮しながら分析したもの

である。この分析によれば新型コロナウイルスの感染拡大が日本経済を落ち込ませたの

は 2020 年 5 月であり、それは手に輸出が落ち込み、自動車の主要生産地の落ち込みが

日本経済全体の落ち込みへと広がったことがわかった。 

（5） Joji Tokui and Takeshi Mizuta (2019), Japan’s Prefectural-level KLEMS: 

Productivity Comparison and Service Price Differences, International 

Productivity Monitor, No. 36, Spring 2019, pp. 142-160.：本論文は財ではなくサ

ービスの価格について都道府県別の「小売物価統計調査」を使って推計した。こうして

計測された地域別のサービス価格は、都道府県でかなりの開きがあり、通常バラッサ＝

サミュエルソン効果で考えられる製造業の生産性格差を反映した財の価格差の方が大

きいという前提が、日本の地域間では成立していないことを示した。 

（6） 川上淳之（2021）『副業の研究』慶應義塾大学出版会：本研究書は、複数の職業を有する

という観点から、労働者の行動を調べたものである。統計的に副業を有する労働者がど

れくらいいるかということを確認し、副業による収入の増加、副業の本業に与える影響、

副業によって労働者の満足度がどのように変化するかなど、副業を時期とした多角的な

分析を行っている。 



（7） 宮川努編（2021）『コロナショックの経済学』中央経済社：本書は、新型コロナウイルス

の感染拡大が始まって1年間の、日本経済の動向を様々な角度から分析したものである。

本書にはこのプロジェクトのメンバーである徳井教授（（4）で紹介）や川上教授も参加

している。この時点では、新型コロナウイルスの感染拡大は、デジタル化の不足など日

本経済の欠陥を露わにした一方で、テレワークなど新たな働き方の兆候が見られたとし

ている。 
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